
 

 

 

遊休農地に関する措置に係る事務処理について 

 

平成28年９月 

(公財)やまぐち農林振興公社 

 

   農地法第32条に基づく利用意向調査において農地所有者等から農地中間管理事業を利用

する意思表明があった場合の農地法第35条第１項に基づく通知及び「農地法の運用につい

て」別添第３の５に基づき農業委員会から農地中間管理機構へ農地等の状況についての情

報提供を行う場合の具体的手続については、次のとおりとする。   

 

１ 利用意向調査において所有者等から農地中間管理事業を利用する旨の意思表明があっ

た場合の取扱い 

ア 「農地法第35条１項」に基づく通知は、様式１－１及び様式２－１（貸付希望農用

地等（遊休農地）リスト）によることとし、農業委員会から市町農地中間管理事業担

当課経由で、利用意向調査を発出した年度の３月末までに機構へ通知すること（３月

末以降に利用意向調査の意向の表明があったものについては、毎月末締めで通知する

こと）。 

その際、農業委員会及び市町担当課は、地域の農地の活用方針等を踏まえ、下記３

の中間管理権の取得に係る運用基準（以下「運用基準」という。）に適合するかどう

かについて、様式２－１の所定の欄に意見を記載して通知すること。 

 

イ 機構は、上記アの通知を受領後、運用基準に適合する農地は、公募管理支援システ

ムへ登録を行い、公募管理支援システムに登録をした農地をリストに取りまとめて市

町担当課へ通知するとともに、市町担当課及び農業委員会と連携して地域の担い手に

農地情報を提供するなど、一定期間マッチングを図る。 

 

ウ 運用基準に適合しない農地については、機構のホームページで「貸付希望農地情

報」として情報発信するなど、一定期間広域的なマッチングを図る。 

 

エ 機構は、イ及びウにより一定期間マッチングを行ったにも関わらず受け手が見つか

らなかった場合、「農地法第３５条第２項に基づく通知」を農地所有者等（様式３－

１）及び農業委員会（様式３－２）に対して送付する。 

  なお、上記イ～エの「一定期間」とは、農地の利用意向調査を行った年度の３月末

から起算して、２年間とする。 

 

２  利用意向調査において所有者等から農地中間管理事業を利用する旨の意思表明があっ

た場合以外の農地中間管理機構への情報提供について 

ア 「農地法の運用について」別添第３の５の(3)の規定よる情報提供は、様式１－２及

び様式２－２（遊休農地情報提供リスト）によることとし、農業委員会から市町農地

中間管理事業担当課経由で、利用意向調査を発出した年度の３月末までに機構へ情報

提供を行うこと。 



 

 

 

その際、農業委員会及び市町担当課は、地域の農地の活用方針等を踏まえ、運用基

準に適合するかどうかについて、様式２－２の所定の欄に意見を記載して情報提供す

ること。 

 

イ 機構は上記アの情報提供を受領後、その農地が３の運用基準に適合しないと判断し

た場合は、「「農地法の運用について」別添第３の５（３）による情報提供に対する

結果について」（様式４）を農業委員会に対して送付する。 

 

３ 機構が中間管理権を取得する農地の運用基準について 

   機構は、上記１による通知及び上記２による情報提供のあった農地が、次のいずれに

も該当しない場合に、山口県農地中間管理事業規程の第２に定められた農地中間管理権

を取得する農用地等の基準に適合するものと判断する。 

① 農業振興地域外の農地 

② 当該農地の現況について、次のいずれかに該当する農地 

ア 農地への進入路がない農地 

イ 隣接地との境界が明確でない農地 

ウ 用水・排水が確保できない農地 

エ 一筆あたりの面積が狭小な農地 

※「狭小」の基準は10アール未満を基本とするが、当該農地の個別の状況に応じ

て10アール未満であっても基準に適合すると判断することがある 

③ 受け手への貸付の可能性が著しく低いと認められる農地 

（具体例） 

ア 土地の形状、周辺土地の利用状況等から見て、農用地として集団的・効率的に

利用することが著しく困難な農地 

イ 周辺で担い手による利用集積が行われておらず、今後、利用集積がされる具体

的見込もない農地 

ウ その他  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 【参考】 勧告対象農地の取扱について 

   農業委員会は、農地法第36条第１項の各号に該当する場合は、当該農地の所有者等に

対し、農地中間管理権の取得に関し機構と協議すべきことを勧告することとされている

が、上記１のイ～エ及び上記２のイに該当する農地は、農地法第36条第１項ただし書の

「正当な事由」に該当するため、勧告の対象とはならない。 

但し、贈与税又は相続税の納税猶予制度の適用を受けている農地については、上記１

のイ～エ及び上記２のイに該当する場合であっても勧告の対象となるので留意する必要

がある。 

 

なお、農業委員会が農地法第36条第１項に基づく勧告を行った場合は、「農地法事務

処理要領（平成21年12月11日付け21経営第4608号・21農振第1599号農林水産省経営局長

・農村振興局長連名通知）」別紙１様式例第13号の８により、機構に対し勧告を行った

旨の通知を行うこと。 

               

（参考）    

◎勧告の対象外農地について（「農地法の運用について」別添第３の６（２）ア） 

(1) 機構が法第35条第２項ただし書に基づき農地中間管理事業規程に定められた農地中

間管理権を取得する農用地等の基準に適合しない旨を農業委員会に通知した場合 

(2) 機構に対して農地所有者が貸付を行う旨の意思が表明され、それが継続している場

合 

(3) (1)、(2)に掲げるもののほか、機構から、その農地が農地中間管理権を取得する農

用地の基準に適合しない旨を農業委員会に通知した場合 

 

◎勧告の撤回（「農地法の運用について」第３の６（３）） 

(1) 利用状況調査等により、遊休農地が解消されたことが確認された場合 

(2) 機構との借入協議の結果、当該農地を機構が借り受けた場合 

(3) 知事の裁定により、機構が農地中間管理権を取得した場合 

(4) (1)～(3)に該当する場合のほか、勧告を撤回すべき相当の事情がある場合 

 

         

 

 

 



 

 

様式１－１ 

番   号 

                                                     年 月 日  

 

公益財団法人やまぐち農林振興公社 

    理事長          殿 

（○○市町農地中間管理事業担当課長経由） 

 

○○市町農業委員会      

会長          印    

 

 

農地法第35条第１項に基づく通知 

 

 農地法第35条第１項の規定に基づき、下記農地の所有者等から農地中間管理事業を利

用する意思がある旨の表明があったので通知します。 

 

記 

 

農地の所在及び所有者の連絡先 

 ・別添貸付希望農用地等（遊休農地）リスト（様式２‐１）のとおり 

 

   

 



 

 

様式１－２ 

番   号 

                                                     年 月 日  

公益財団法人やまぐち農林振興公社 

    理事長           殿 

（○○市町農地中間管理事業担当課長経由） 

 

○○市町農業委員会      

会長          印    

 

 

「農地法の運用について」別添第３の５の（３）に基づく情報の提供について 

 

 「農地法の運用について」通知第３の５の（３）に基づき、農地利用意向調査の対象

となった農地に係る情報について、下記のとおり提供します。 

 ついては、当該農地が農地中間管理事業規程に定められた農地中間管理権を取得する

農用地等の基準に適合しない場合には、その旨を速やかに通知してください。 

 

記 

 

対象農地の情報及び当該農地に係る農業委員会意見等 

  ・別添遊休農地情報提供リスト（様式２－２）のとおり 

 

 

 



様式２－１

貸付希望農用地等（遊休農地）リスト

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮

㎡

記載注意

（1）オレンジ着色してある項目については、記入を必須とする。

（2）①から⑮までの項目については、以下のとおり、記入するものとする。

　　 ①　登録の種類　：　貸付登録による登録は「1」、不作付け地の登録は「2」、遊休農地の登録は「3」を記入すること

　　 ②　農地通し番号　：　連続した番号「1、2、3・・・」を記入すること

　　 ③　出し手登録日　：　山口県農地中間管理機構における登録日を記入すること

　　 ④　貸付希望者氏名　：　登記名義人を記入すること

　　 ⑤　共有者　：　共有持ち分を有する者を記入すること

　　 ⑥　契約者　：　登記名義人又は登記名義人が死亡の場合は相続人を記入すること

　　 ⑦　ほ場整備の状況　：　実施済みは「1」、未実施は「2」を記入すること

　　 ⑧～⑬　各項目　：　有りの場合は「1」、無しの場合は「2」、不明の場合は「3」を記入すること

　　 ⑭　市町登録希望意見欄　：　極狭な農地（登記面積が1,000㎡未満の農地）及び項目⑧～⑩の有無に関わらず、当該農地について市町で貸付先を探す必要がある場合は「1」、貸付先が見つかる見込みがない場合は未記入とすること

　　 ⑮　農業委員会・農政部局意見欄　：　⑭の項目で記入がない場合、以下の「ア～ウ」のいずれかを記入すること

　　　・　周辺で担い手による利用集積が行われておらず、今後、利用集積がされる具体的な見込みもない場合は「ア」

　　　・　土地の形状、周辺土地の利用状況等から見て、農用地として集団的・効果的に利用することが著しく困難な場合は「イ」

　　　・　その他の場合は「ウ」

農業委員会
農政部局
意見欄

登記簿面積

登記地目 現況地目

市町登録希望
意見欄永小作件

の有無

農用地等の状況 権利に関する事項

用排水路
の有無

大字市町名
経営移譲
の有無

住　所共有者

契約者

生前贈与
の有無

〒番号

小字 地番

電話番号
進入路
の有無

境界
の有無

ほ場整備
の状況

（相続人）

ﾌﾘｶﾞﾅ
登録の種

類

農地
通し
番号

出し手登録日

貸付希望者氏名

（登記名義人）
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様式２－２

遊休農地情報提供リスト

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮

㎡

記載注意

（1）オレンジ着色してある項目については、記入を必須とする。

（2）①から⑮までの項目については、以下のとおり、記入するものとする。

　　 ①　登録の種類　：　貸付登録による登録は「1」、不作付け地の登録は「2」、遊休農地の登録は「3」を記入すること

　　 ②　農地通し番号　：　連続した番号「1、2、3・・・」を記入すること

　　 ③　出し手登録日　：　山口県農地中間管理機構における登録日を記入すること

　　 ④　貸付希望者氏名　：　登記名義人を記入すること

　　 ⑤　共有者　：　共有持ち分を有する者を記入すること

　　 ⑥　契約者　：　登記名義人又は登記名義人が死亡の場合は相続人を記入すること

　　 ⑦　ほ場整備の状況　：　実施済みは「1」、未実施は「2」を記入すること

　　 ⑧～⑬　各項目　：　有りの場合は「1」、無しの場合は「2」、不明の場合は「3」を記入すること

　　 ⑭　市町登録希望意見欄　：　極狭な農地（登記面積が1,000㎡未満の農地）及び項目⑧～⑩の有無に関わらず、当該農地について市町で貸付先を探す必要がある場合は「1」、貸付先が見つかる見込みがない場合は未記入とすること

　　 ⑮　農業委員会・農政部局意見欄　：　⑭の項目で記入がない場合、以下の「ア～ウ」のいずれかを記入すること

　　　・　周辺で担い手による利用集積が行われておらず、今後、利用集積がされる具体的な見込みもない場合は「ア」

　　　・　土地の形状、周辺土地の利用状況等から見て、農用地として集団的・効果的に利用することが著しく困難な場合は「イ」

　　　・　その他の場合は「ウ」

農業委員会
農政部局
意見欄

登記簿面積

登記地目 現況地目

市町登録希望
意見欄永小作件

の有無

農用地等の状況 権利に関する事項

用排水路
の有無

大字市町名
経営移譲
の有無

住　所共有者

契約者

生前贈与
の有無

〒番号

小字 地番

電話番号
進入路
の有無

境界
の有無

ほ場整備
の状況

（相続人）

ﾌﾘｶﾞﾅ
登録の種

類

農地
通し
番号

出し手登録日

貸付希望者氏名

（登記名義人）



 

 

様式３－１（農地の所有者等あて） 

番   号  

年 月 日  

〔該当 農地所有者〕様 

 

（山口県農地中間管理機構）      

公益財団法人やまぐち農林振興公社   

理事長                

 

 

農地法第 35 条第２項に基づく通知について 

 

時下ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 

さて、あなたの所有する別紙の農地については、農地が所在する市町の農業委員会か

ら、農地利用意向調査において農地中間管理事業を活用する意向を示していただいたとの

通知を受けたところですが、このたびは下記の理由により当機構では借受できないと判断

しましたので、お知らせします。 

 なお、今後、当該農地に関するご相談等につきましては、農地が所在する市町の農業委

員会にご連絡くださいますようお願いします。 

 

記 

 

借受希望者の応募状況等から、経営体に貸し付けることができる可能性が著しく低いと

認められるため（当機構において借受者を探しましたが、借受者がなかったため）。 

  

 

  



 

 

様式３－２（農業委員会あて） 

番   号  

年 月 日  

〔市町〕農業委員会会長様 

 

（山口県農地中間管理機構）      

公益財団法人やまぐち農林振興公社   

理事長                

 

 

農地法第 35 条第２項に基づく通知について 

 

当機構の業務運営につきましては、平素から格別の御理解、御協力を賜り厚くお礼申し

上げます。 

 年 月 日付け第 号で通知のありました別紙の農地は、当機構で定める農地中間管理

権の取得基準に適合しないため、農地中間管理権を取得しないこととなりました。 

 なお、当該農地の所有者等へは、 年 月 日付けにて別添のとおり通知する予定です

ので、今後の取扱いについて御検討いただくようお願いします。                                                                    



 

 

様式４ 

番   号  

                                                     年 月 日  

 

〔市町〕農業委員会会長様 

 

公益財団法人やまぐち農林振興公社 

理事長              

 

 

「農地法の運用について」別添第３の５（３）による情報提供に対する結果について 

 

 当機構の業務運営につきましては、平素より格別の御理解、御協力を賜り厚くお礼申し 

上げます。 

さて、 年 月 日付け第 号で貴農業委員会から情報提供いただきました別紙の農地

については、当機構で定める中間管理権の取得基準に適合しないと判断しましたので、御

了知願います。 

 

                                                                                               



 

 

（参考様式） 

番   号 

年 月 日 

公益財団法人やまぐち農林振興公社 

理事長            殿 

 

〇〇市町農地中間管理事業部課長   

 

農地法第 35 条第１項に基づく通知について（送付） 

 

 このことについて、年 月 日付け第 号により〇〇市町農業委員会から下

記のとおり提出されましたので、送付します。 

 

記 

 

 提出内容 

 ・農地法第 35 条第１項に基づく通知（様式１－１） 

 ・貸付希望農用地等（遊休農地）リスト（様式２－１） 

  



 

 

（参考様式） 

番 号 

年月日 

公益財団法人やまぐち農林振興公社 

理事長            殿 

 

〇〇市町農地中間管理事業部課長   

 

「農地法の運用について」別添第３の５の（３）に基づく 

情報の提供について（送付） 

 

 このことについて、年 月 日付け第 号により〇〇市町農業委員会から下

記のとおり提出されましたので、送付します。 

 

記 

 

 提出内容 

 ・「農地法の運用について」別添第３の５の（３）に基づく情報の提供につい 

て（様式１－２） 

 ・遊休農地情報提供リスト（様式２－２） 

 



（参考様式） 

 
個人情報の取扱いについての同意書 

 
  年  月  日 

 
 公益財団法人やまぐち農林振興公社  理事長  殿 
 
 

住 所                    
 

氏 名                                  印 
 
 
  私は、農地中間管理事業の利用を希望し、公益財団法人やまぐち農林振興公社に対し、貸出希望
農地を登録します。 
つきましては、個人情報の取扱いについて、以下の事項を確認の上、同意します。 
 
 

 

農地中間管理事業に係る個人情報の取扱いについて 

 

公益財団法人やまぐち農林振興公社における個人情報の取り扱いは以下の通りです。 

 

１ 個人情報とは 

  個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）及び関係法令に基づく情報をいい、

登記名義人及び氏名、住所、電話番号等、特定の個人を識別することのできる情報をいいま

す。 

２ 個人情報の利用目的 

農地中間管理事業の実施のため必要な範囲に限定して利用します。 

３ 個人情報の管理 

 個人情報は、利用目的の達成に必要な範囲において、適正に管理します。 

４ 個人情報の開示 

個人情報の開示を行う場合、権利の行使は所定の手続きに準じて、ご本人であることの確

認をとった上ですみやかに対応させて頂きます。 

５ 第三者への提供 

個人の特定ができない情報に限定して提供を行い、借受希望者を募集するため公益財団法人

やまぐち農林振興公社ホームページで、情報開示を行います。 

  また、農地中間管理事業の実施のため、次の関係機関に情報を提供する場合があります。  

 

関係機関 

 

 
 

 

 国、都道府県、市町、農業委員会、農業協同組合、農業再生協議会、農地利

用集積円滑化団体、都道府県農業会議、農業共済組合連合会、農業共済組合、

農業経営基盤強化資金（スーパーＬ資金）の金融機関等 
 

 

 

 



農地法における遊休農地の利用意向調査に係る事務処理フロー 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

周辺で担い手による利用集積が行われておらず、今後、利用集積がされる具体的見込みがない農地 

 

 

 
 

（意思表明なし） 

情報提供 

（特に対応なし） 

機構の借受基準に適合しない旨 

農業委員会に通知 

判 

断 
農業委員会は、改めて、運用通知第４の(1)

に基づく農地に該当するか否かを判断 

機構は、農業委員会から受領した 

遊休農地リストを機構 HP で情報提供 

農地中間管理事業の適合判断基準 

利用意向調査 

農地中間管理事業を 

利用する意思表明あり 

適 
市町マッチング 

広域マッチング 
否 

機構・市町で情報共有しマッチング 

市町の公募管理システムに登録 

機構 HP で情報提供（農地ナビ等を活用） 

 下記のいずれかに該当する農地については、原則、農地中間管理権を取得しない。ただし、地権者が農地中間管理事業を利用する意思を表明した農地については最

長２年間、広域的なマッチングを図るとともに、市町・農業委員会等の意見により将来的に担い手への集積につながると判断される場合はこの限りでない。 

① 当該農地の現状について、次のいずれかに該当し受け手への貸付の見込みが著しく低い農地 

ア 農地への進入路がない 

イ 隣接地との境界が明確でない 

ウ 用水・排水が確保できない 

エ 一区画あたりの面積が狭小（10アール未満） 

② その他、受け手への貸付の可能性が著しく低い農地 

ア 土地の形状、周辺土地の利用状況等から見て、農用地として集団的・効率的に利用することが著しく困難な農地 

イ 周辺で担い手による利用集積が行われておらず、今後、利用集積がされる具体的見込みがない農地 

判 

断 
機構本部が広域的にマッチング 

機構 HP で情報提供（農地ナビ等を活用） 

市町の公募管理システムには原則登録なし 

機構の借受基準に適合しない旨 

地権者・農業委員会に通知 

随時、借受契約手続き 

適 

否 

マッチング成立 

(２年間)受け手が見つからない 


